
（交付額の算定方法）  

4 この交付金の交付額は、次の（1）及び（2）により算定された額   
の合計額とする。  

（1）事業者に対する激変緩和措置分  
事業者に対する激変緩和措置にかかる交付額は、次のア及びイに   

より算定された額の合計額（ただし、円未満は切捨てるものとする。）  
と運営要領に定める別添の1の事業を実施するための基金の造成に   
要する経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額とを   
比較して少ない方の額とする。  

ただし、この場合において算定された額に1，000円未満の端数が生  
じた場合には、これを切捨てるものとする。  

当該都道府県の施設訓練等支援費給付実績（通所施設及び入所施設）  

（交付額の算定方法）  

4 この交付金の交付額は、次の  （1）から（3）により算定された額  
の合計額とする。  

ための基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金その他の収入   
額を控除した額とを比較して少ない方の額とする。  

ただし、この場合において算定された額に1，000円未満の端数が生   
じた場合には、これを切捨てるものとする。  

当該都道府県の平成19年度事業運営円滑化事業実績  

ア 195億円 ×  ア 160億円 ×  
全都道府県の施設訓練等支援費給付実庫（適所施設及び入所施設）  

当該都道府県の通所施設及び入所施設の適所分の施設数  

全都道府県の平成19年度事業運営円滑化事業実績  

当該都道府県の平成19年度適所サービス利用促進事業実績  
■l  

イ 105億円 ×  イ 117．5億円 ×   
全都道府県の通所施設及び入所施設の適所分の施設数  全都道府県の平成19年度適所サービス利用促進  

当該都道府県の自立支援給付費給付実績  

ウ 22．5億円 ×  
全都道府県の自立支援給付費給付実績  

（2）新法への移行等のための緊急的な経過措置分  
新法への移行等のための緊急的な経過措置にかかる交付額は、次   

のア、イ及びウにより算定された額の合計額（ただし、円未満は切   
捨てるものとする。）と運営要領に定める別添の2の事業を実施する   
ための基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金その他の収入   
額を控除した額とを比較して少ない方の額とする。  

ただし、この場合において算定された額に1，000円未満の端数が生   
じた場合には、これを切捨てるものとする。  

（2）新法への  のための円滑な実施を図る措置分  

ゝかる交付額は  こカ   

次のア、イ及びケにまり算定された簡の否許額（ただし、円未満は  
切捨てるものとする。）と運営要領に定める別添の2の事業を実施す  
るための基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金その他の収  
入額を控除した額とを比較して少ない方の額とする。   

ただし、この場合において算定された額に1，000円未満の端数が生  

じた場合には、これを切捨てるものとする。  
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ア 定額分  2．5億円  ア 定額分  5億円  

当該都道府県の人口  当該都道府県の人口  
イ 人口割分 120億円 ×  イ 人口割分 235億円 ×  

・；こべ二三ヾ一ニー：：・一 ■、ミ  

ウ 厚生労働大臣が必要と認めた額  

⊥旦 

か鞘は、  

全都道府県の人口   

ウ 厚生労働大臣が必要と認めた額  

るものと  める別  るため  の3の   

の収入  

とを比  して少  

に1，000円未満の端数が生  
じた場合には、これを切口てるものと る  

ア定額分  1．5億円  

当該都道府県の人口  
イ 人口割分 42．5億円 ×   

全都道府：県の人口   

当該都道府県の3福祉士養成課程数  

ウ 養成課程割分 20億円 ×   
全都道府県の3福祉士養成課程数  

当該都道府＝県の在宅・施設サービス数  

エ 施設等割分  8億円 ×  
全都道府県の在宅・施設サービス数  

オ 厚生労働大臣が必要と定めた額  

（同右）  （交付金の概算払）  

5 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計   
画承認額の範囲内において概算払をすることができる。   

（交付の条件）   

一3  



6 この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  
（1）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働   

大臣の承認を受けなければならない。  
（2）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受  

けなければならない。  
（3）事業が完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、   

速やかに厚生労働大臣に報告し、その指示を受けなければならない。  
（4）事業に係る経理と他の経理は区別しなければならない。  
（5）交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様   

式3による調書を作成し、これを事業の完了の日（事業の中止又は   
廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度   
の終了後5年間保管しなければならない。  

（6）基金は善良な管理者の注意をもって管理し、2の目的に反して、   
基金を取り崩し、処分及び担保に供してはならない。  

（7）都道府県は、毎年度基金事業に係る経理の精算終了後、別に定め  
るところにより、事業実施報告書を厚生労働大臣に提出しなければ  
ならない。  

（8）基金を解散する場合には、解散するときに保有する基金の残余額   
を厚生労働大臣に報告し、その指示を受けて国庫に納付しなければ  
ならない。  

（9）基金の解散後においても、助成事業者からの返還が生じた場合に   
は、これを国庫に納付しなければならない。   

（申請手続）  

7 この交付金の交付の申請は、別紙様式1による申請書に関係書類を   
添えて、平成19年2月21日までに厚生労働大臣に提出して行うも   
のとする。   

（実績報告）  

8 この交付金の事業実績報告は、基金設置後速やかに（6の（2）に   
掲げる条件により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、   
当該承認通知を受理した日から1か月を経過した日）又は平成19年   
4月10日のいずれか早い日までに別紙様式2による報告書を厚生労   
働大臣に提出して行わなければならない。   

（交付金の返還）  

9 厚生労働大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、   
既にその額を超え る交付金が交付されているときは、期限を定めて、   
その超える部分について国庫に返遷することを命ずる。  

（申請手続）  

7 この交付金の交付の申請は、別紙様式1による申請書に関係書類を  
21年●●月●●日までに厚生労働大臣に提出して行う  

（実績報告）  

8 この交付金の事業実績報告は、基金設置後速やかに（6の（2）に   
掲げる条件により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、  

ニ 

・ 

、ニ 

（同右）  
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（その他）  

10 特別の事情により4、7及び8に定める算定方法、手続きによるこ   
とができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその   
定めるところによるものとする。  

（別紙様式1）  （別紙様式1）  

第  号  
平成00年00月00日  

第  号  

平成00年00月00日  

厚生労働大臣 00 00 殿  厚生労働大臣 00 00 殿  

都道府県知事 00 00  都道府県知事 00 00  

平成20年度障害者自立支援対策臨時特例交付金の交付申請について  平成18年度障害者自立支援対策臨時特例交付金の交付申請について  

標記について、関係書類を添えて次のとおり申請する。  標記について、関係書類を添えて次のとおり申請する。  

1 交付申請額  金   

2 基金造成経費所要額調書（別紙1）   

3 基金造成事業計画書（別紙2）   

4 添付書類   

（1）歳入歳出予算（見込）書抄本   

（2）その他参考となる書類  

1 交付申請額  金   

2 基金造成経費所要額調書（別紙1）   

3 基金造成事業計画書（別紙2）   

4 添付書類   

（1）歳入歳出予算（見込）書抄本   

（2）その他参考となる書類  
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基金造成経書所要牒闇暮  基金造成横欄所要額綱暮  

井出された  交付金所要舗  
区分   定鶴  基金造成に要す る経責の支出予   合計額  くCとDを比較して少  

（B）   （C）   （D）   ない方の鼠）  
（A）   

円   円   円   円   円   

（1）事業者に対す  
る激変ば和措置  
分  

（2）新法への移行  
専のための緊急  
的な経過措鷹分  

合  菖十  

井出された  交付金所要額  
区分   定額  基金造成に要す る経費の支出予   合計額  （CとDを比較して少  

（B）   （C）   （D）   ない方の顔）  
（A）   

円   円   円   円   円   

（1）憂慮＿諷に風土  
る＿運乳胆象足此  
里五凰ゑ温凰注  

（2）薮温地捜£  
蔓＿姐塑史巴＿滑  
な象鹿屋周＿墨▼】温  
分＿  

（3）福祉・・介重曹人  
な  

度を周る捨静分  

合  計  
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（同右）  

基金造成事業計画書  

保有予定額  基金の保有区分  

（円）  l  

l   

合計額  

（注）1 基金の保有区分は、保有形態別に記載すること。  

2 備考欄は、基金の保有形態別に造成予定年月日、年利率等を記載する  

こと。   
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（別紙様式2）  （別紙様式2）  

第  号  

平成00年00月00日  
第  号  
平成00年00月00日  

厚生労働大臣 00 00 殿  厚生労働大臣 00 00 殿  

都道府県知事 00 00  都道府県知事 00 00  

平成18年度障害者自立支援対策臨時特例交付金の事業実績報告について  平成20年度障害者自立支援対策臨時特例交付金の事業実績報告について  

標記について、関係書類を添えて次のとおり報告する。  標記について、関係書類を添えて次のとおり報告する。  

1 交付申請額  金   

2 基金造成経費精算書（別紙1）   

3 基金造成事業実施状況調書（別紙2）   

4 添付書類   

（1）条例  

（2）歳入歳出決算（見込）書抄本   

（3）その他参考となる書類  

1 交付申請額  金   

2 基金造成経費精算書（別紙1）   

3 基金造成事業実施状況調書（別紙2）   

4 添付書類   
（1）条例   

（2）歳入歳出決算（見込）書抄本   

（3）その他参考となる書類  
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基金造成に要 する経費の実  寄付金その他  差引綿  算出された含  交付所要舗 （CとDを比鮫  交付決定額  交付金受入額  差引交付椀  

区分  
（D）   

支出額 （A）  の収入額 （B）   （F）   （G）  （F－E）  
（E）  

円  円   円   円   円   円   円   円  

（1）事業者に対す  
る激変緩和措置  
分  

（2）新法への移行  
等のための緊急  
的な経過槽眉分  

計  

円   円   門   円   

l  円  

（2）艶j五感王  

な・且  
盆  

（8｝福祉：、介漫A   

計  
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（別紙様式3）  

平成18年度障害者自立支援対策臨時特例交付金調書  

平成18年度 厚生労働省所管  

（別紙様式3）  

平成旦旦年度障害者自立支援対策臨時特例交付金調書  

平成ヱ＿且年度 厚生労働省所管   

国  都  道  府  県  

歳入  歳出  

予算  
備考   

歳出予算 科 目  交付 決定額  交付率  予算  
科 目   現板  収入 済額  科 目   現額   

相当較   相当額  

国  都  道  府  県  

歳入  歳出  

歳出予算  うち  
備考  

支出    交付金  
科 目  交付 決定板  交付率           科 目  予算 現額  収入 済頼  科 目  予算 現額  うち 交付金 相当額   済額    相当額  

（記入要領）  

1「国」の「歳出予算科目」は、項及び目（交付決定が目の細分において行われる場合は目   
の細分まで）を記載すること。  

2 「都道府県」の「科目」は、歳入にあっては臥項、目、節を、歳出にあっては、歎、   
項、目をそれぞれ記入すること。  

3 「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあって   
は、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減等の区分を明らかにして記入するこ   
と。  

4 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。  

（記入要領）  

1「国」の「歳出予算科目」は、項及び目（交付決定が目の細分において行われる場合は目   
の細分まで）を記載すること。  

2 「都道府県」の「科目」は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては、款、   
項、目をそれぞれ記入すること。  

3 「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあって   
は、当初予算額、補正予算額、予備費支出輯、流用増減等の区分を明らかにして記入するこ   
と。  

4 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。  
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（同右）  

基金の  保有額   年利率   備考   

保有区分   

合計額  
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別添  

障害者自立支援対策臨時特例基金管理運営要領新旧対照表（案）  

（平成18年度障害者自立支援対策臨時特例交付金の運営について（平成19年2月6日障発第0206004号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙））  

（下線部が改正部分）  

（別紙）  

障害者自立支援対策臨時特例基金管理運営要領   

第1 通則   
障害者自立支援対策臨時特例交付金により都道府県に造成された基金（以  

下「基金」という。）の管理、運用、取崩し等に係る事業（以下「基金事業」  
という。）及び基金を活用して行われる特別対策事業（以下「特別対策事業」  
という。）については、この要領の定めるところによるものとする。   

第2 基金事業  
（1）基金の設置   

基金は、都道府県がこれを設置するものとする。   

（2）基金の設置方法   

基金は、次の事項を条例等において規定するものとする。  
（D 基金の設置目的   

② 基金の額   

③ 基金の管理   

④ 運用益の処理   
⑤ 基金の処分   

（3）基金事業の実施  
① 基金事業の交付額の上限の設定  

ア 都道府県は、別に定めるところにより、市町村ごとの交付額の上  
限を提示するものとする。  

イ 都道府県は、基金事業に係る計画の見直しに伴い、必要に応じて  
市町村ごとの上限を見直すことができるものとする。  

② 基金事業の実施計画の作成等  
ア 市町村は、提示された交付額の上限に基づき、都道府県に対して  

障害者自立支援対策臨時特例基金管理運営要領  

（同右）  

② 基金事業の実施計画の作成等   
ア 市町村は、提示された交付額の上限に基づき、都道府県に対して  

－1－   
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平成旦旦年度末までの特別対策事業に係る計画を策定し、都道府県  
に報告するものとする。  

イ 都道府県は、平成旦旦年度末までの特別対策事業に係る計画を策  
定するものとする。  

り 都道府県は、必要に応じ市町村が策定した特別対策事業に係る計  
画及び都道府県の特別対策事業に係る計画について調整を行い、平  
成旦旦年度末までの基金事業に係る計画を策定する。   

③ 基金の取崩し  
都道府県は、基金事業に係る計画の範囲内で、都道府県及び市町村  

が行う特別対策事業に必要な経費を必要に応じ基金から取崩し、支出  
するものとする。   

④ 基金事業に係る計画の見直し  
都道府県は、必要に応じて基金事業に係る計画を見直すことができ  

るものとする。   

（4）運用益の処分  

基金の運用によって生じた運用益は、当該基金に繰り入れるものとす   

る。   

（5）基金事業の中止  

都道府県は、基金事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大   
臣の承認を受けなければならない。   

（6）基金の処分の制限  
基金（（4）により繰り入れた運用益を含む。）は、特別対策事業を実   

施する場合を除き、これを取崩してはならないものとする。   

（7）事業の終了  

平成旦旦年度末までの特別対策事業に係る計画を策定し、都道府県   
に報告するものとする。  

イ 都道府県は、平成旦旦年度末までの特別対策事業に係る計画を策   
定するものとする。  

り 都道府県は、必要に応じ市町村が策定した特別対策事業に係る計   
画及び都道府県の特別対策事業に係る計画について調整を行い、平   
成23年度末までの基金事業に係る計画を策定する。  

（同右）  

（7）事業の終了   

① 基金事業及び特別対策事業の実施期限は、平成旦旦年度末までと宣  
旦⊥＿  

ただし、平成23年度末における特別対策事業実施分の精算につ  

基金事業及び特別対策事業の実施期限は、平成20年度末までとし、  
その時点で基金を解散することとする。  

対策事業の精  に限り、基金事業の実施期限を平成   ただし、特別  
旦⊥年12月未まで延長することができる 

。   なお、基金事業の実施期限を延長した場合は、（3）の②のりの   
「旦 

＿ 
事業に係る保管の状況等必要な事項を厚生労働大臣に報告し、その指   

示を受け、解散するときに有する基金の残余額を国庫に返還しなけれ   
ばならない。  

いては、平成24年12月末まで延長することができる。  
（3）の②のウの   なお、基金事業の実施期限を延長した場合は  

「旦旦年度末」を「旦旦年末」と読み替えるものとする。  
② 基金の解散は僻   

な蚕⊥甚金を解散する場合には、解散するときまでの基金の保有額、   
基金事業に係る保管の状況等必要な事項を厚生労働大臣に報告し、そ   
の指示を受け、解散するときに有する基金の残余額を国庫に返還しな   
ければならない。  

－2 －   



（8）事業実施状況報告  
都道府県は、毎年度基金事業にかかる決算終了後速やかに、別紙様式  

により事業実施状況報告書を厚生労働大臣に提出しなければならない。   

第3 特別対策事業の実施  
（1）特別対策事業の対象  

特別対策事業は、別添に掲げる事業その他障害者自立支援法（平成1  
7年法律第123号）の円滑な実施のために緊急に必要とされる事業と  
する。  

（1）特別対策事業の対象  
特別対策事業は、別添に掲げる事業（以下「メニュー事業」という。）   

その他障害者自立支援法（平成17年法律第123号）及び福祉・介護  
人材確保対策の円滑な実施のために緊急に必要とされる事業  （メニュー  

域  事業以外の事業であって、地  

する。   
ただし、次に掲げる事業は、特別対策事業の対象としない。  ただし、次に掲げる事業は、特別対策事業の対象としない。   

① 既に実施している事業について、 単に当該都道府県及び市町村の負  
担を軽減するための事業   

② 国が別途定める国庫負担（補助）制度により、現に当該事業の経費  
の一部を負担し、又は補助している事業   

③ 都道府県又は市町村が独自に個人に金銭給付を行い、又は利用者負  
担を直接的に軽減する事業   

④ 土地の買収又は整地等個人の資産を形成する事業   

（2）特別対策事業の実施主体  
特別対策事業の実施主体は、都道府県及び市町村とする。  
また、都道府県及び市町村は、社会福祉法人等の団体への委託、補助   

又は助成等により事業を実施することができるものとする。   

（3）市町村が行う特別対策事業に係る助成金の交付申請等   
① 市町村は、特別対策事業を実施しようとする場合は、毎年度都道府  

県に対し特別対策事業に係る助成金の助成申請を提出しなければなら  
ない。   

② 都道府県は、市町村から特別対策事業に係る助成金の助成申請を受  
けた場合には、審査を行い、当該申請内容が適正と認められた場合は、  
当該市町村に対し助成金の交付を行うものとする。   

③ 都道府県は、②の助成決定に基づき基金を取崩しこれを一般会計に  
繰り入れた上で、市町村に対し助成金を交付するものとする。  

その場合、都道府県の負担が生じる事業については、都道府県負担  
分を併せて交付するものとする。   

（4）特別対策事業の中止   

① 都道府県は、特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生  
労働大臣に報告し、その指示を受けなければならない。  

・l   

（同右）  
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② 市町村は、特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、都道ノ何  
県知事に報告し、その指示を受けなければならない。  

③ ②に基づき都道府県知事が指示する場合は、あらかじめ厚生労働大  
臣の指示を受けなければならない。   

（5）事業実施報告  

市町村は、特別対策事業の事業実施報告を都道府県知事が定める様式  
により、都道府県知事に提出しなければならない。   

第4 特別対策事業を実施する場合の助成の条件  
（1）都道府県が特別対策事業を実施する場合  

① 助成対象事業（第3に規定する事業）に使用しなければならない。  
② 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従  

物並びに特別対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が50  
万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関  
する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経  
過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、この特別対策事業の  
目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して  

② 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従   
物並びに特別対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が50   
万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関   
する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経   
過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、この特別対策事業の   
目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊  

はならない   し、又は廃棄してはならない  

③ 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ  
た場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。   

④ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、  
特別対策事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理す  
るとともに、その効率的な運用を図らなければならない。   

⑤ 特別対策事業にかかる予算及び決算との関係を明らかにした調書を  
作成し、これを特別対策事業完了後5年間保管しておかなければなら  
ない。  

⑥ 特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するい  
かなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に  
請け負わせることを承諾してはならない。   

（2）都道府県が市町村が行う特別対策事業に対して助成する場合   
① 特別対策事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、  

都道府県知事の承認を受けなければならない。   
② 特別対策事業を中止し、又は廃止する場合は、都道府県知事の承認  

を受けなければならない。   
③ 特別対策事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作  

成し、これを特別対策事業完了後5年間保管しておかなければならな  
い。   

⑤ 特別対策事業にかかる予算及び決算との関係を明らかにした調書を   

作成し、これを特別対策事業完了の目（事業の中止又は廃止の承認を  
受けた場合には、一坤ヒ目）の属する年度の終了後5年間  
保管しておかなければならない。  

③ 特別対策事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作   
成し、これを特別対策事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受  
けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後5年間保  
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管しておかなければならない。  
④ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従   

物並びに特別対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が50   
万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関   
する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経   
過するまで、都道府県知事の承認を受けないで、この特別対策事業の  

④ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産承びその従   
物並びに特別対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が50   
万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関   
する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経   
過するまで、都道府県知事の承認を受けないで、この特別対策事業の  
目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け  
はならない。  

又は担保に供して  目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸  
し、又は廃棄してはならない。  

し付け、担保に供し、取壊  

⑤ 都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ  
た場合には、その収入の全部又は一部を都道府県に納付させることが  
ある。  

⑥ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、  
特別対策事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理す  
るとともに、その効率的な運用を図らなければならない。  

⑦ 特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するい  
かなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に  
請け負わせることを承諾してはならない。  

⑧ 特別対策事業を行う者が①から⑦により付した条件に違反した場合  
には、この助成金の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。   

（3）（2）の⑤により付した条件に基づき市町村から財産の処分による収   
入の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部   
を国庫に納付させることがある。   

（4）（2）の⑧により付した条件に基づき市町村から納付させた場合には、  
その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。   

（5）特別対策事業と対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けてはな  
らない。   

第5 その他  
（1）都道府県は、市町村が行う特別対策事業に係る助成金の交付申請及び  

交付決定の事務に係る手続き等の助成要綱を定め、実施するものとする。   

（2）都道府県は管内市町村、関係団体、障害者等に当該基金事業及び特別  
対策事業の趣旨について十分な説明を行うとともに、市町村との連携を  
十分に行い、事務処理に遺漏のないよう取り扱われたい。   

（3）第3の（1）「その他障害者自立支援法（平成17年法律第123号）  
の円滑な実施のために緊急に必要とされる事業」を実施する場合には、  

（同右）   

（3）第3の（1）「その他障害者自立支援法（平成17年法律第123号）   
及び福祉・介護人材確保対策の円滑な実施のために緊急に必要とされる  
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別に定める方法により相談し、厚生労働大臣の指示を受けなければなら  
ない。  

事業」を実施する場合には、別に定める方法により相談し、厚生労働大  
臣の指示を受けなければならない。  

障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業  障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業」岬」  

項目   事業内容   実施主体   補助単価   補助率  

国  県  市   

1．事業  別に定める額  1／2  
者に対  

する激   匠   

変緩和  の導入に伴う  施設の  施設の   

措置   従前額保障を  激変緩  激変緩  

80％から9  和につ  和措置  
0％まで引き  いては  につい  

上げるため、   都道府  ては、  

事業者に助成  県・指  
する。併せて、  定都市  都道府  

・児童  県・指  
行した場合に、  相談所  定都市  

設置市  ・児童  

設ける。  相談所  
設置市  
毒害1   

②適所サービ  1事業所あたり  
ス利用促進事  3，000千円以内   
業  

日中活動サ  
ービス、通所  

施設における   

項目   事業内容   実施主体   補助単価   補助率  

国  県  市   

1．事業  （検討中）   1／2  
者に対  

する運   旧体系施設   ロ   

官房安  の経過措置が  施設の  施設の   

定化等  終了する平成  激変緩  激変緩   

を図る  23年度末ま  和につ  和措置   

槽置‾  での移行期間  いては  につい  

を踏まえ、旧  都道府  ては、  

体系における  県・指  国1／2、  

事業基盤の安  定都市  都道府  

定を図るとと   ・児童  県・指  
もに、新体系  相談所  定都市  
移行後の事業  ・児童  

運営を安定化  相談所  
させることに  設置市  

より、移行期  1／2  
間内の円滑な  
移行を推進す  
ることを目的  

とする。   

（2）通所サービ ‾ （検討中）   1／2  1／4  1／4  

ラ笠利用促進  
事業  

障害者自立  
支援法による  
通所サービス   
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及び短期入所  
において、利  
用者がサービ  

スを利用しや  
すくするとと  
もに、送迎サ  
ービスの利用  

に係る利用者  
負担の軽減を  
図ることを目  
的とする。  

（3）新事業移行  （検討中）   

促進事業  

新体系への  
移行に伴うコ  
ストの増加等  
に対応できる  
よう、移行し  
た新体系事業  
所に一定の助  
成を行うこと  
によって、旧  
体系施設から  
新体系への移  
行を促進する  
ことを目的と  

する。   

（4）事務処理安  （検討中）   

定化支援事業  
障害者自 立  

支援法施行に  
伴う事務処理  
に係る事務が  
定着するまで  
の間、事務職  
員を効果的に  
配置すること  
によって、利   

－
∽
与
－
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提供する職員  
の利用者に対  
する安定した  
支援を確保し、  
もって障害福  
祉サービスの  
質の向上を図  
る。   

（5）就労系事業  （検討中）   

利用に向けた  
アセスメント  
実施連携事業  

就労移行支  
援事業所等が  
サービスの適  
否を判断する  
ために特別支  
援学校在学中  

等に実施する  
アセスメント  
（暫定支給決  

定）について、   

特別支援学校  
等の関係者と  
連携し、会議  
等の開催によ  
り円滑にアセ  
スメントを実  
施するための  
体制整備を図  
ることを目的  
とする。   

＿8 ＿   



l   l   

2．新法  
への移  

行等の  

ための  

緊急的   定額（10／10）  

否雇遍  1，100千円以内  
日置  

直ちに移行  
することが困  
難な小規模作  
業所に対し、  
110万円の  
定額を助成す  
る。  

④デイサービ  1事業所あたり  
ス事業等緊急  ・デイサービス  

移行支援事業  
デイサービ  

緊急移行支援事 業1，500千円以内  
ス、精神障害  ・精神障害者地  
者地域生活支  域生活支援セン  
援センターが  ター緊急移行支  
生活介護等の  援事業3，000千円  

障害福祉サー  以凸  
ビス事業等に  

移行するまで  
の間、経過的  
に運営費を助  
成する。   

（2）新法への  
移行のための  

塁障害者自立  定額（10／10）  

支援基盤整備  工事契約あたり）  

事業  20，000千円以内  
既存施設が  （ただし、居宅  

新たなサービ   介護事業及び相   

2．新法   

への移   

行等の   

ための   

円滑な 貢落首  
亘亘堕   

置  

都道府県  （検討中）  定額（10／10）  迫L小規模作業   
所緊急支援事   
業   

直ちに逝塵  
丞二三移行する   

ことが困難な   

小規模作業所   
に対し、定額   
を助成する。  

（削除）  （削除）   （削除）  

（7）障害者自立  
‾‾貰援基盤整備   

事業  

新体系移行   

等のための 一  

都道府県  （検討中）  
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談支援事業に必  

要な既存建物の  
改修等に必要な  
改修5，000千円以  
内）  

スに移行する   設改修・増築  
際等に必要と   

なる 設の改   
ケアホーム  
グループホー  

修等に対し助  
する。（た   

ム等の消防設   

備の整備及び  粁体系事業拡  だし、ケアホ   
ーム等を  l充のための設  1  

t   

備やNICU退  
院児童受入に  
係る人工呼吸  
器等の備品購  
入に対し助成  
を行う。   

（8）移行等支援  （検討中）   

事業  

旧体系等か  
ら新たなサー  
ビスへ移行予  

定の小規模作  
業所やデイサ  
ービス等を支  

援するための  
コンサルタン  

トの派遣、そ  
の他移行のた  
めの人的支援  
等を行う。   

（9）障害者地域  都道府県  【障害者地域移   

移行体制強化  行促進強化事業】  

事業  

（検討中）  

ための関係機    富雷儒   

関のネットワ   官署貰   【グループホー   

ーク強化、グ    擾‾捧‾軒  ム・ケアホーム   
ループホーム    強化事  への移行促進事   ケアホ              地域移行の    ー・－ムの  

するアパート  l  l   

等のバリアフ  

リー化等に必  
要な改修につ  
いては、原則  
として、平成  
20年度以降  
は対象としな  
い。   

⑥ 移行等支援  都道府県   1都道府県あた   
事業  り16，000千円以   

旧体系等か  内   

ら新たなサー  

ビスへ移行予  

定の小規模作  
業所やデイサ  
ービス等を支  

援するための  
コンサルタン  

トの派遣、そ  
の他移行のた  
めの人的支援  
等を行う。  

⑦ 地域移行・  都道府県   【精神障害者退   

就労支援推進  院促進等強化事   
強化事業  墓⊥   

地域移行、  ・研修企画1都   
退院促進及び  道府県あたり610   
就労支援等の  千円以内   

ための関係機  ・研修実施1障   
関のネットワ  害福祉圏域あた  
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